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【論説】











































































































黒人を主たる対象としてきた 5。立法者と裁判所によって AA が始められた
1960 年代において、黒人がマイノリティの人口の大部分を構成しており 6、
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AA に如何なる司法審査基準を適用するのかは AA の合憲性判断を大きく
左右するため 39、長年にわたって AA の合憲性をめぐる議論の主要論点で
あった 40。否定派の裁判官は AA が憲法上許容される可能性を示し 41、厳格
審査の通過可能性を示唆するが 42、通過の要件を非常に限定しているため 43、
厳格審査の適用によって AA を「事実上禁止」していた 44。AA に肯定的な















Grutter 判決 52 では、ミシガン大学ロー・スクールの入学者選抜の AA の
合憲性が問題とされ、オコナ裁判官が法廷意見を執筆し、厳格審査の下で合
憲判断を下した。
Grutter 判決オコナ裁判官法廷意見は、懐疑主義に基づき AA に厳格審査
を適用するとしながらも、目的審査と手段審査で判断形成機関（大学）の判
断を敬譲し、合憲判断を下した。敬譲とは、裁判所に対して、司法審査権の























性が問題とされた Fisher I 判決 63 で、ケネディ裁判官法廷意見はオコナ裁
判官による厳格審査の理解を否定し、大学の判断を目的審査では敬譲するが
手段審査では敬譲しない厳格審査の下で合憲性を審査すべきとして 64、事例













































































































題とされた Fisher I 判決 119 で、ケネディ裁判官法廷意見はオコナ裁判官の
理解する厳格審査を否定し、大学の判断を目的審査では敬譲するが手段審査
では敬譲しない厳格審査の下で合憲性を審査すべきとして事例を差し戻した。
その後、Fisher II 判決 120 で、Fisher I 判決で示した厳格審査の下で、ケネ
ディ裁判官法廷意見は合憲判断を下した。同法廷意見について、手段審査を
厳密に行い、大学の AA に致命的なダメージを与え 121、大学の入学者選抜
での AA の実施が難しくなるという評価もなされる 122。だが、同法廷意見
は厳格審査を緩やかに運用しているという評価が大勢を占める。即ち、同法
廷意見では手段審査で敬譲がなされ緩やかな審査が行われており 123、Grut-
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AA の批判者は、社会的差別の救済による AA の正当化の是認は AA の
対象者を際限なしに拡大する可能性があることから 177、社会的差別の救済





AA を支持する学説 181 や支持派の裁判官であっても AA が一時的である
べきと示してきた 182。AA の合憲性の判断に際して、一時的であることが
重要であり 183、合衆国最高裁は AA の「一時的な」性質を強調してきた 184。
マイノリティが人口と問題とされた地位に占める割合に差があれば、社会的
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差別の存在を主張できるため、社会的差別の救済は終期が不明確だと指摘さ
れる 185。社会的差別の救済による AA の正当化を認めると、容易に立証可
能な差別の存在を主張することで AA を正当化できるため、AA を永続化さ
























よる AA の正当化を認めると、すべてのマイノリティが AA の対象者とな
る資格を持つ。判断形成者は、どのマイノリティを AA の対象者としても
よいことになる。故に、判断形成者は政治的選好によってどのマイノリティ
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ら、カリフォルニア大学 226 とブラウン大学 227 は、白人の割合を維持するた
めに、多様性の達成を求めることで、アジア系アメリカ人の入学者に上限を





















あるために、多くの大学は AA の対象者から外してきた 232。例外なく、
Grutter 判決で入学者選抜策の AA の合憲性を問題とされた、ミシガン大学
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ロー・スクールも、1975 年から 233、AA の対象者からアジア系を外してい
た 234。アジア系の中でもそれ以外の多くのグループは、学力が低く、上位
の高等教育機関の学生に占める割合が低いが、ミシガン大学はそれらのグル
ープも AA の対象から外している 235。
ミシガン大学ロー・スクールは黒人、メキシコ系アメリカ人、ネイティヴ
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合憲性審査の際に、大学以外の公的 334 及び民間機関 335 による判断に対して
も、裁判所による敬譲が拡大する可能性を示していると指摘される 336。
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同法廷意見は、学生構成の多様性が人種相互の理解を促進し、人種的固定
観念の打破を助けるという議論に基づいて 337、AA を正当化する 338。人種
相互の理解等の利益は、人種相互の相互作用がうまくいくことによる生産能
率の向上 339 や安全の確保などに寄与し、多くの職場で重要である 340。合衆
国最高裁は使用者の雇用判断を敬譲してきたという認識に基づき 341、敬譲



























































Affirmative Action の対象者（茂木 洋平）
29
経済的に利益を生み出すグループを優先し、そうした利益を生み出さないグ
ループを AA から排除する可能性があり 374、後者に不利益を及ぼす可能性
があると批判される 375。
Ⅵ　おわりに












に争いを抑える必要があった（Ⅱ 2）。どのグループを AA の対象者とする
のかの判断、また対象者の中での順位付けは分断を生じさせる可能性がある
ため、合衆国において重要な課題であった。
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